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1.本論文の主旨と構成
1.本論文の主 旨
「管理論」と 「組織論」の研究は、常に表裏一体的な関係に立たなければならないと考えら
れる。それは 「管理」とr組織」の関係からも容易に理解される。古 くは 「管理」の道具だ
った仕事のピラミッドとしての 「組織」が、.やがて人間行動から構成 される 「組織」となり、
しかも、協働体(系 〉の本質的、中核的なものととらえられるよ.うになると、その協働体に
本質的な 「組織」の形成、維持、存続、発展こそ 「管理」その ものとなる。つまり、「組織」
をどのようにとらえようと、「管理」は古 く.から 「組織」の形成 、維持、発展に関わるものと
.して、また 「管理」は 「組織」を通 して行なわれ、「組織」のあるところいずこにも存在する
と考えられたからである。経営学は、その成立以来、「管理」と 「組織」の問題 を中心に展開
されてきた学問ではあるが、経営者の役割が組織 を形成.し、維持することだと考 えられるよ
うになると、一層、管理論と組織論は一体的に研究 されるべき必要が生じたのである。
しか し、最近における組織研究の隆盛は、あたかも 「管理論」と1.組織論」が別々の独立
科 目のような観を呈してきたの も事実である。それは分業による学問の発展のためである.。
企業や社会 も分業と協業の繰 り返 しによって進歩 ・発展 してきたように、また、科学が分析
と総合によって進歩 ・発展 してきたように、そして、通常、科学の進歩がマクロー ミクロー
マクロの順で現れるように、「管理論」 と 「組織論」の.関係も同様だからである。「組織論」
は 「経営学」や 「管理論Jか ら独立 した新興の学問であったが、.独.立したが故に著しく精緻
化 し、画期的な発展を遂げることができた。これまで社会や企業の発展においても、.諸科学
の研究においても、国際的分業や研究対象的による分業、あるいは方法論的分業 が科学の大
きな発展と精緻化とをもたらしてきたのは.茜うまでもない。
だが、他方において、今口ほど総合の学が求められている時代はない。 とくに今日のよう
に解決すべ き問題が巨大化し、問題自体 もグローバル化するとますます学際的協力が求めら
れる。「組織論」は 「経営学」や 「管理論」から独立 した学問であり、別々に論 じることも必
要であるが、「組織論」と 「管理論」とを....体的に研究 してもよいのではないか。常に分析 と
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総合 が必要 だからで ある。 ここに本研究の 目的があ る。そ して、提 出者 は、「管理 論」 も 「組
織論」 も、結局 は、「組織変革 論 ・開発論Jに 収敏すべ きもの と考 えて いる。 しか し、組織開
発論 において、ひ と頃の よ うtd隆盛 が影.をひそめTし まったの は、それが本来の主旨か ら離
れ 、人々の行 動 を変 える だ けの教育 ・訓練 が偏重 され た ためで ある。組織 問題 は個 々の教
育 ・訓練 に終 わる ものでは な く、常 に組織.全体 を問題 に しなけれ ばな らない。人々が生 き生
きと して 、活 力に満ちた組織つ ぐりは組織全体 の問題 であ り、組織 の変革 や開発は人間の永
遠のテ ーマで あ り、 また学際的協力 を要 する一大分野 で もある。本研究 はそれに向か っての
挑戦であ る。
「組織」 は常 に経営学の最重要 テーマであ る。だが、 あれ ほど隆盛 を極 めて いた 「組織論」
も、最近 では若干 その勢 いが止 まったよ うな印象 さえ.J'えてい る。 その原因のひ とつ は、「戦
略論」の台頭で ある。 しか し、「戦略論 」は 「組織 論」 とも密接 な関係 を持 って お り、「組織
は戦略 に従 う」 ことはもちろん、「戦略」 も 「環境適応」 も人間の行 な う意思決定で あ り、組
織 の行為で あることを銘記すべ きで ある。 また、それ以上 に問題 となることは、「組織」概念
のあま りに不用意 な使 用に ある。例 えば、「企業組織 」とい..う日常的 な使われ方が 「経営学書」
で も散 見す る。 ここでの 「組織」 は、「企業 その もの」 を指すの か、「企業 における組織」 を
指す のか、あ るいは産業の組織 と して、政治組織 、宗教組織 な どと同 じ意味の組織 であるの
か、全 く不 明であ る。 「企業」概 念 その もの が極 めて広 い概 念で あるのに、「組織」 をそれと
同等か、 あるいは、それ以上 に広 い意味 をもつ概念 として使 うのでは、r組織」の本質を究 明
で きないのは言 うまで もない。それでは、バ ーナー ドの言 に まつ まで もな く、r組織 」の外 見
的特徴 を叙述す るに止 まり、本質 に迫 ることな く引 き返 して しま うことにな るのである。
もちろん、 「企 業=組 織」 とい う観 点 も全体的 なフレーム を理解す るためには必要であ り、
その意 義 を否定す る も.のではない。 しか し、それは全体的外形 を とらえるには、極 めて有効
で あるが、 「組織」 の本質や 「企業」 の本質.は究明で きない。 ところが、「組織;調 整 され た
人 閲行動」 と考 えれば その本質の究明 は可能で ある。「調整 された.人間行動 」は、誘 因によっ
て獲得 され る貢献行動で あ り、 この貢献行動が ある隈 り、 「組織」 は無限の広 が りを持つ。 こ
の よ うに、「組織」 は調整 された人閻行動 であ り、貢献行動 であ るが、そのよ うな行動の獲得
こそマ ネジメン トの本質に他な らない。 ここでの組織 の境界は 、「.ない」のではな く、常 に不
確定で あ り、変動 的 なもの とな り、それ はグローバル な.ネッ トワー クに も、バ ーチ ャルな ネ
ッ トワー クに も適応 可能 となる。
この よ うに、本論文 は常 に 「組織」概 念に最大の注意 を払い なが ら、 また、多様な考 え方
を組み込み なが ら、究極 的 な組織 の変革 と開発 に挑戦 しよ うとす る意 欲的な狙い を持 ってい
る。すなわ ち、本論.文はこれ まで蓄積 されて きた先人 の諸 理論 を慎重 に吟 味 し、経営学説の
全体の流れ を重視 して、 これ か らの変革 論へ資 した いとい う願 いを持 ってい る。学説史的お
よび学際的な視点 を重視 す るの は、本論 文が提 出者の長 年の研究生活 の取 りまとめの成 果で
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あるという理由もあるが、多 くの管理論や組織論の諸理論が組織変革論および開発論に収敏
すべきだと考えているからである。 したがって、本論文は、これまでのさまざまな研究を検
討 した.とで、新たな組織の変革と開発のためのモデルを提起するものである。
2.本論文の構成
本論文の構成は以一..ドのとおりである。
本論文の全体的な構成は3部からなっている。第1部は、管理の課題 一問題の解明一 であ
り、第2部は、管理 と組織の展開(管 理の4領域 とその展開)で あるが、.その中心的なテーマ
はマネジメン トの本質としての調整 と創造にある。また、第3部は、組織変革の理論 一持続
的発展......一である。
第1部 管理の課題 一 間題の解明一
第1章 組織理論の発展 と管理の課題 一 合理性の追求をめぐって一
1.は じめ に 一組織理論の類型 と経営学の発展一
2.古典的組織論=.古典的 アプローチi埋 性 の追求一
1)古典的組織論の貢献者 たちと.合理性の追求
2)古典的 アプ ローチ とその課題
3>古典的組織論の具体的展開 一..一.管理論的組織論
4>古典的組織論の特質 と動向
1,新.占典的組織論二新古典的 アプローチ ー 非合理性 の追求 と合理性 の追求一
1)新古典的 アプローチ とその課題
2)占典理論の修.正と合理性の追求
(D職 能原則(func60na]principle)に対 して
② 階層原則(scalarprinciple)に対 して
③ ライン ・ス タッフの原則(line-staffprinciple,)に対 して
④ 統 制の限界 の原則(spanofcontrolprinciple)に対 して
3)イ ンフォーマル組織の偏重 と非合理性の追求
4)新fl典的組織論の動 向と組織.人間主義運動 による合理性の追求
4,現代組織論=現 代 的アプローチ ー限 られ た合理性の追求一..一
1)現代 的アプローチとその課題
2)一般 システム論 か らの類椎
3)現代組織論の システム ・フ レームワーク
4)システム理論 の具体 的展 開
① サ イバ ネテ.イックス.
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② プロジェク ト構造 とマ トリックス構造
③ 戦略的計画化 システム
5)コ ンテ ィンジェンシー理論
① コンテ ィンジェ ンシー理論 とシステム理論 の関係
② コンテ ィンジェ ンシー理 論の本 質 と合理性 の追求
5.むすび 一組織論 の潮流 と合理性の追求一
第2章 組織構造論と管理の課題 一集権論と分権論、.マクロ論とミクロ論、ならびに構造
論と機能論一
1,はじめに 一組織問題の発生一
2.古典理論と構造的アプローチ ー集権論 と分権論一
1)組織構造の形成
2)職能別組織(集権組織)
3)事業部制組織(分権組織)
4)集権論と分権論(集権構造と分権構造>
3.新古典理論と動機づけアプローチ ーマクロ論とミクロ論一
1.)構造的アプローチから動機づけアプローチへ
2)組織構造の動態化
① フラッ ト化による動態化
② 横断的組織による動態化
③ 分権による動態化
3)マクロ論とミクロ論(構 造的アプローチと動機づけアプローチ)
4.現代理論と構造的アプローチ ー構造論 と機能論一
1)再び、構造的アプローチへ
2)構造論と機能論
3)コンティンジェンシー ・アプローチの必然化とその問題点
4)ネオ ・コンティンジェンシー理論の貢献と限.界
5,むすび 一組織構造の理念型と現実との照応一
第3章 権限 ・責任論と管理の課題 一権限 ・責任均等説から責任優先説ヘー
1.はじめに 一経営学の基本問題一
2.権限概念と管理の課題 一オーソリティとしての権限一
1)権限概念の検討
2)権限の源泉と管理の課題
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① 権限上位説とその虚構性
② 職能説とその有効性
③ 権限受容説とその重要性
3.責任概念と管理の課題
1)責イ壬概念の検言寸
2)責任と道徳的 リーダーシップ
4.権限 ・責任関係と管理の課題
1)権限 ・責任の均等説
2)責任優先説と管理の課題
5.責任発達の論理と社会的責任
1)責任発達の論理
2)企業の社会的責任の内容 とその戦略
6.むすび 一権限 ・責任論と管理の課題一
第4章 組織ダイナ ミズムと管理の課題 一持続的成長と発展の理論一
3.はじめに 一..組織の生命力(Viability)を求めて一
2,組織概念の検討 一マクロ組織の観点から
1)組織の多義性
2)マクロ組織概念
3)組織の存在理由と存続
4)組織の構成要素と境界
3.綱人目標と組織目標 一管理問題の本質(1)一
1)個人行動と個人目標
2)組織行動と組織 目標
3)組織目標の特徴
4)個人目標と組織 目標の統合
4,組織環境と組織の適応 一一管理問題の本質(2)一
1)組織環境とその変化
2)組織環境と組織の境界
3)組織の環境適応
5,組織の生命カ ー成長と発展一
1)短命組織 と永続組織
2>成長と発展
3)変革の必要牲
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第2部 管理と組織の展開 一管理の4領域 とその展開一
一調整 と創造一.一
第5章 意思決定と経営戦略の展開
1.はじめに
2.意思決定と管理 一管理の統一概念一
D意 思決定の重視 ….組織的(経 営)意思決定一
2>意思決定の原理 と特質
① 意思決定過程 一戦略的要因の理論一
② 意思決定前提 一価値前提と事実筋提.一・
③ 意思決定の合理性 一最適化意思決定 と満足化意思決定一
④ 意思決定パターンと技術 一定型的意思決定と非定型的意思決定一
3)戦略的意思決定 一内部適応から外部適応へ一
3.経営ski略と経営目的
1>経営戦略の展開 一その概念と構造一
2)経営戦略と経営目的
4,企業環境と企業能力の分析 と評価
1)企業環境の分析 と評価
2)企業能力の分析 と評価
5.経営戦略案の作成 ・選択 ・実施
1)経営戦略案の作成
2)経営戦略案の選択と実施
第6章 コ ミュニケーシ ョンと組織設計
1.はじめに ・....組織構造 と調整問題一
2.コ ミュニケーシ ョンの意義 と役割
1)コ ミュニ ケーシ ョンの意義
2)企業 コ ミュニケー シ ョンあ るい は組織 コ ミュニケーシ ョンとその役割
3.複合公式組織の構造 とコ ミュニケ ーシ ョン
1)単位紺織 および複合組織 とコ ミュニケー ション
2)役割構 造 とコ ミュニケー ション
4.権限受容 説 とコ ミュニケーシ ョン ・システム
1>R&受 容説 とコ ミュニケー ション
2)コ ミュニケーシ ョン ・システム
5,組織設計原理 と組織構 造 デザイン
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1)組織の設計要素と組織設計原理
2)組織形態と組織構造デザイン
第7章 モチベー シ ョンと組織均衡
1,は じめに
2,モチベ ーシ ョン論の発展
1)モチベー シ ョン論の導入 と進展の背景
2)モチベ ーシ ョンの諸理論
① 内容理論:個 人的欲求
② 内容理論:欲 求分類 システム
③ 過程理論:期 待理論
④ 過程理論:目 標設定(goalsetting)理論
⑤ 過程理 論:公 平(衡 平)理 論
3.モチベーシ ョンの諸施策
1)職務拡大 ・職務充実
2)能力開発 ・キャ リア育成
3>目標 による管理
4)組織 開発 ・組織活性化
4.蘇 る組織均衡論
1)モチベー シ ョン論の本質
2)誘因の経済
5,創造的経営 に向けて
第8章 リーダーシップの本質 一 変革 と調整一
1.は じめ に
2.リ ーダーシップの定義 と機能
1>リーダーシップの捉 え方
2)リ ーダーシップの諸機能
3.リ ーダーシ ップの中核 的.機能 その(1)一 変革..一
1)リーダーの資質 と条件
2)変革の推進
3)リ ニューアル化 と場づ くり
4,リ ーダーシ.ップの 中核 的機能 その(2)一一調 整一
1)調整の重要性 と組織 行動ル ールの形成
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2)組織 とリーダーの調整機能
3)分化 と統合(調 整)の 問題
5,コ ンフ リク トの問題
6.むすび 一信頼性 とカ リスマ性一
第3部 組織変革の理論 一・..持続的発展一
第9章 組織変革論序説 一 その基本課題 と理念的考察一一
ユ はじめに
2組 織変革論と組織開発論
1)組織変革論の対象と方法
2)組織開発論の盛衰
3組 織変革の基本的課題
1)環境変化と変革の課題
2)組織変革論の基本的枠組み
4,組織変革 ・開発の理念
1)経営目的、経営理念 、経営目標
2)経営理念と変 革の理念
① 経営理念
② 変革の理念
5,むすびに代えて...新しい組織像への模索一
第10章 組織変革論 の展 開
1,は じめに 一 研究視点 と課題一一
2.組織変 革への アブローチ
7)組織概念 とシステ ム ・アプローチ ー全体 的 ・統合的 アプローチー
① 組織 を 「協働 システム」 と捉 えた場合 一一包括的概 念一
② 組織 を 「調整 され た入 間行動」 と捉 えた場合 一動 態的概念一.一
2)組織の成長 と発展のモデル
3)組織 の発展 モデル とサブシステムの統合 ・開花
① パ イオニ アの局面(Thepioneerphase)
② 分化の局面('lhedif[erenfiationphase)
③ 統anの局 面(Theintegrationphase)
④ 開花 ・成熟 の局面('fheblossomingandmaWrityphase>
3.クローバ ー組織 とその機能
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1)ク ローバ ー組織 の形成
2)ク ローバ ー組織 の働 き
① 関係 管理
② プロセス管理
③ 資源管理
④ 情報 管理
⑤TheBoard(トップ ・マ ネジメ ン ト ・チーム)
4.組織 変.革の展 開 一 課題の実践一
1)理想 の内部化
2)自立的人間の形成 と環境づ くり
5.むすびに代 えて 一 組織変革の基本原則一
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II.本論 文 の 概 要
本論文の概要は以下のとおりである。
第1部は、これまでの 「管理論」や 「組織論」の分野で扱われ、中心的に論 じられてきた諸
問題 を取り..Eげることによって、いわゆるマネジメン トの諸課題の解明 とその経過ならびに
展望を試みたものである。
第1章は、「管理論」や 「組織論」の潮流のなかで 「合理性の追求」の問題 を取 り上げ、そ
れがマネジメン トの.永遠の課題 として、どう追求 されてきたかを明 らかにするとともに、今
後のあり方を究明したものである。すなわち、組織論の類型にしたがいながら、.「.合理性の追
求」と 「非合理性の追求」がどのように展開されてきたかを検証 し、経営管理ひいては現代
経営学の課題を究明したものである。
組織論は、古典的組織論=古 典的アプローチと、新古典的組織論=新 古典的アプローチ、
現代組織論=現 代的アブローチの3つに類型化される。(1).古典的組織論は、「組織を管理者
によって設定 された目標に対 して最も有効に調整、統合 された部門、職務 、職位の体系」と
して、「その調整、統合の活動を分業体系、地糠体系、権限、指令体.系の設定および経営者に
よる計画、指揮、統制活動によって遂行するもの」 と考 えられる。組織 は職務の体系、仕事
のピラミッ ド、目的達成のためのメカニ.ズムあるいは用具である。(2)新古典的組織論は、
古典的組織論のアンチ ・テーゼという意味をもち、非公式組織 を重視 し、これが両者を峻別
させる契機となる。(3)現代組織論では、組織は 「多くの人問の協力の体系 としての社会シ
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ステム」 に移行 し、「変容と均衡を含む動態」として、.「職務、職位、指令系統の体系ではな
く、それをになう人間の行動とモチベーションの体系」ということになる。
本論文は、経営管理の思想と実践に大きな影響を与えてきた組織への3つのアプローチ、.占
典的、新古典的、および現代的アプローチを取 り上げるが、占いアプローチが新しいアプロ
ーチに取って代わられ、まったく意味を消失 したということではなく、古典理論も新古典理
論 も現実の企業経営 を理解するうえで必要である。.占い理論は新 しい理論の⊥台となり、ま
た新たな影響を吸収 して自らを修正 し、存続を主張 している。それゆえに、本論文では、現
代理論とはシステム論に立脚 したさまざまなアプローチの総合的思想体系であるという、k場
をとる。
合理性は組織 を考え、設計 し、管理する人々の指針であった。.合理性の概念なくして組織
は理解 し得ず、組織に関するすべての論述はそこから出発 したのである。そして依然として、
「経営者の合理的動機づけは、マネジメン ト実践の基本的態度として不変である」とされるよ
うに、合理性は経営者行動の共通分母 として、制度 と国家の境界 を超 えて理解される万国共
通語として、経営者の組織化活動の至上命令 となっている。激動時代にあっても、組織は秩
序と安定の根源であり、経営者の独特の世界観(す なわち、合理性)に 基づいて諸問題が解
決されるからである。まことに 「合理性の追求」は普遍的と言うべきであろう。
このように、産業社.会は、生産性向上をひとつの主要目標として、「実践」科学の諸価値に
依存しながら合理性を求めてきたのである。合理性は能率 と事実上同意語であり、マ.ネジメ
ン トの目的、組織の存在理由として、すべての管理段階 と管理行動に適用されてきたのであ
る。したがって、経営の合理性はその狙いが明らかな技術的合理性の一形態であり、能率を
志向し業績を高めるには、常に技術改良が必要となる。 しかし、それは目的に対する手段に
す ぎないことから、技術的合理性だけで十分ではないことはnう までもない。そこにマネジ
メント価値としての合理性を十分に吟味する必要性があり、そのために組織の理論と実践が
よって立つ歴史的基盤を検討するとともに.、An理性 を 「非合理性、人間性、民主性」と.の関
.わりからも論及.したものである。
第2章は、管理論でも組織論でも、常に古 くて新 しい 「組織構造」の問題 を取 り上げている。
これは伝統的には、集権 ・分権の問題としてとらえられてきた問題であるが、組織論の進展
とともに 「組織構造」がどうとらえられてきたかを明らかにし、また現代理論として、1.構造
論」だけでなく 「機能論」も同時に追及すべきことを論証 したものである。
ここでは、まず人体の骨格に相当する 「組織構造」という側面に焦点を当てて組織の核心
に迫る。組織はさまざまな属性を持つために、組織は観察者の立場、論者の見方、考え方に
よってさまざまに定義され、必ず しも..様ではない.し か し、組織がどのようにとらえられ
ようとも、組織の 「構造」と 「目的」 という特性は共通に認め られ る。この構造という特性
は、組織が多様に定義 されるように、多様に理解 され ることになる。つまり、「組織構造」が
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何からできているかということになると、組織の定義に見るように、それは職務や職位、人
間行動や意思決定、さらには情報処理のシ.ステム等々、多様 に把握 される。このような組織
構造観の変遷 をたどりながら、これまでの典型的な組織構造を検討.し、組織の形成、維持、
存続を課題 とする現代経営管理の、.ひいては現代経営学の課題を展望 したのである。
.占典的組織論は、職務を分化 し、いかにグルーピングし、いかにディファイニングするか、
すなわち組織化の理論を追求 した ものであり、組織 は組織化の結果である静態的な組織構造
を概念内容とするものである。それはマシン ・zデルで理解 され、人間は職務担当者として
適切な資格、能力を具備 した機能.人(経済人 ・機械人モデル)と して認識 され、現実の人間
としての社会関係、人間関係は捨象 され る。全的人間の地位 は経営者のみに認められ、最高
経営者の意思で組織機構全体が思い通 りに動き出すという組織観が想定 されている。
しかし、こうした構造的アプローチに対す る別のアプローチが起 こるのは当然である。新
古典的組織論や人間関係論における組織観は、組織 を人間集団としてとらえ、古典学派のフ
ォーマル組織の支柱を所与として受け入れて、その確立された組織の枠内で自然発生的に形
成 されるインフォーマル組織 を扱い、それがフォーマル組織 に及ぼす影響などを主要問題と
したのである。この学派の人々は、人間行動の論理的、.合理的側面を過少評価し、む しろ感
情的、非合理的側面を重視 して.インフォーマル組織 を研究の中心に据えたのである。それは
人々に直接働 きかける動機づけアプローチに焦点があったと言 うことができる。
しかし、このような心理面な、 ミクロ的な動機づけアプローチから、再び構造的アプロー
チが優位を占めてくるのである。それは、人々の欲求の高度化、多様化とともに、個人を取
りまく環境や、組織と環境の適合関係を考慮せざるを得 なくなると、微視的 ・心理分析的ア
プローチか ら、分析単位を組織におき組織の構造分析や組織一環境関係に焦点をおく巨視
的 ・構造分析的アプローチが主流を占めざるを得 なく.なるからである。しか し、新 しい構造
的アプローチは古典理論や官僚制論への単純な復帰であってはならないのである。
動機づけアプローチもそれだけでは十分でなかったように、新 しい構造的アプローチも心
理的、微視的アプローチを無視する誤 りを再び繰 り返 してはならない。それは、構造論が静
態的.分析に終わるのではなく、同時に機能論 を併せ考慮すべきことを意昧 している。これか
らは組織の形態とか機構に重 きをおくことよりも、組織の生態論にまで掘 り.下げて、組織の
運用や機能にも配慮 しなければなら.ない。組織構造は組織機能 と関連づけてはじめて.意味を
もつ。b典 理論が構造 ・機構論に焦点をあてて運用論を忘れ、新.占典理論が動機づけという
運用論を「h心に構造論を忘れ、現代理論に至 って再び構造面に焦点があたるが、新しい構造
論はそれとあわせて機能面も重視 して行かなければならないのである。.
第3章も、伝統理論以来、最重要問題として扱われてきた 権 限と責任」の問題を取り..L.げ
る。それは、伝統的には職務遂行..ヒか ら展開されてきたが、今日のように 「企業倫理」が欠
如した企業行動が多くみられるなかで、むしろ、積極的に現代の問題 として、「責任のあり方」
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とその重要哲三を説き、現代企業のよって立つ行動基準の確立 を目指す ものである。
権隈 と責任の問題は、これまで経営学、とりわけ経営管理論や組織論において多くの論者
に取 り上げられ、常に重要かつ中心的な問題として扱われてきた。つまり、職務と権限の考
え方や明確化は経営学の中心的課題であり、組織論では、ライン権限やスタッフ権限、決定
権限や執行権限等々、権限の種々の形態の問題として、また集権と分権、さらには権限委譲
など、権限の配分の問題 として論じられ、.管理論では、権限の本質や源泉について明示的に
せよ暗示的にせよ%u及せざるを得なかったのである。この問題は決して陳腐化したのではな
く、今Rに おいても問われ続けなければならない基本的、中心的経営問題なのである。
このように、権限 ・責任の問題の現代的意義は、経営管理者がその地位 を現実的な らしめ
るためには一定の権限の掌握が不可欠であり、この権限の源泉ないし本質こそ経営管理の性
格 を基本的に規定するものだからである。個人の尊重と人間の自由 ・平等を貫 く管理の可能
性へと発想の転換を行わせる根本問題である。新しい価値観を身につけ、個人の尊厳 と人間
の平等に最重点をおく現代人にとって.は、常にそのオーソリティ関係において新しい転換や
あり方を模索して行かなければならない。そして、経営者には今 日ほどアカウンタビリティ
が要求されている時代はない。経済界はもちろん、政界、教育界などすべての分野で リーダ
ーの指導性が論議されるのは、権限ある者は責任 を、責任ある者は権限を持つという確固た
る指導理念の確立が急務 となっているからである。
ここでは概念の整序から出発 したのは、多くの社会科学的概念において用語は同じであっ
てもそこに盛 り込 まれる内容は時と場の異なるのに応 じて、また論者の立場や視角によって
著 しく異なることがしばしばあるからである。特に、この問題は古 くから論じられて来ただ
けに一層その感が強く、問題を複雑にしているからである。概念の内容変化を歴史的に辿る
ことによってその現代的意義を明らかに し、伝統的.見解と対比することによって現代理論を
明確化 したのである。つ まり、混乱せる諸概念の整序 という基礎的作業と同時に、伝統理論
との対比においで現代理論を効果的に浮かびあがらせ、その現代的意義をさぐるとともに、
そのことを通 じて現代の経営管理の基本的性格 と課題を究明する手がかりとしたのである。
組織 は全体的調整の必要性から、種々の限定を加えることになり、限定 しすぎると個人の
自立性 と責任感を抑圧 してしまう。個人と組織の同時的発展を期待するには、倫理性 と道徳
性に根 ざした組織構造の動態化とリーダーシップが不可欠である。権限と責任を正 しく理解
することによって、真の意味の リーダーシップや社会的責任論の構築が可能となる。本論文
は、伝統 的な権限 ・責任の均等原則によっては変化する環境への適応は全く不Pf能となり、
責任優先的な思考から企業における諸問題 を解決 して行 くことを提起 したのである。権限 ・
責任は組織内的関連での思考から、組織本来の目的に即 して考えるべきこととなる。全体主
義と個人主義、決定論 と自由意志論のバ ランスを求め、またパラドックスを受け入れて行く
ためにも、また、自由を求める管理のnj能性 を徹底的に追求するためにも、その検証は現代
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的意義を持っているのである。
第4章は、組織(こ こでは企業 も含む)の持続的成長 と発展の問題を 「組織のダイナ ミズム」
の問題として扱い、存続にとっての2大要因である 「目標」と 「環境Jの観点から論 じたもの
である。
経営組織の問題は企業経営の根幹をなす重要問題であるが、組織研究 は企業経営に限らず
あらゆる組織体(協 働体 ・協働体系)を 対象に研究 されてきた。それは組織問題 が人間生活
の基本的問題であるか らである。これまで組織一般の問題が多く人々の高い関心を集め、多
様な立場と方法で研究 されてきたのは、生きがいある組織とは何か、成員が個性 を発揮 し、
同時.に効率的な組織を形成するにはどうしたらよいか、こうした基本的問題 が人間生活に常
に存在 しているからに他ならない。しかも、そうした組織研究には人間行動 を研究する行動
科学の方法論が援用 され、学際的アプローチがとられ、組織研究は行動科学やシステム論の
展開によって大きな変貌を遂げるに至 り、隆盛を見るに至ったのである。
概 して言 えば、組織論の研究テーマは常に組織の生存 をめ ぐって展開されてきたと言って
よい。組織研究ではその存続条件についての検討が不可欠の課題であるからである。経営管
理活動は、いかにして組織を成立 させ、維持 していくかとい う観点から展開され、また、組
織が成.立し、存続することは協働体が有効かつ能率的に機能す ることであり、経験 しうるさ
まざまな事象がこの成立と存続をめぐって現れるからである。経営管理者の役割は、まさに
協働体が適切に機能するよう絶.えず組織を維持することにある。生 きがいある成長する組織
の観点からも組織は絶えずその立て直 しや検討が要請されるのである。
まず 「組織」の本質、「組織jの 真の理解が不可欠となる。組織が成立し、存続 していくた
めの条件を明らかに した理論が 「組織均衡論」であり、それが本論文で展開 される。組織均
衡論は組織の成立のための要素と存続のための条件 を示 したものであるが、組織行動やその
メ.カニズムの解明だけではなく、組織の境界や組織構造など、組織論の主要問題やテーマと
その全体像、基本的な枠組みを理解するのにも役.立ってい る。現段階では、この組織均衡論
のみが内外環境 を区別する組織の境界、組織の ミクロとマ.クロの問題、組織の短期適応 と長
期適応の問題などを統一的に把握できる唯一の理論と言うことができる。
このような組織均衡論を踏まえて、改めて 「組織」の本質 を探 り、組織の存続の活力,力
強 さというダイナ ミズムを解明するために、諸学説に依拠 しながら、「組織とは何か」、「なぜ
つ くられるのか」、「その働きは何か」、「その構成要素は何か」、「組織の境界は」などの一一・連
の問題に対 して、組織概念を徹底的に検討 したうえで、組織が生存 し続けるにはどうしたら
いいかという本質的問題に挑戦する。特に、個人の目標,組 繊の目標,お よび組織の環境 と
の関係など、目標と環境と言う視点から組織の生命力や成育力(Viability)を求め、そこにお
ける経営管理者の果すべき役割を究明したものである。短命継織 と永続組織のそれぞれの特
徴から、存続に対する見解、経営理念、組織構造を.対比 させ、存続の条件を探 っている。そ
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して、組織が成長 ・発展するためには、理念の確立、日標の更新性と革新などが必要となる
ことを論述 している。
第2部は、「管理論Jと 「組織論」の具体的展開であり、その共通のテーマは 「調整 と創造」
である。伝統理論では管理 を、つまり、管理職能を計画、組織、指揮 ・命令、調整、統制と
して、いわゆるP,D,Sサイクル として分断的に、静態的にとらえたが、ここではそのような
把握の仕方ではなく、管理 は組織(体)を 形成.・維持、発展 させるものとして、また常に全
.体の問題として、その組織(体)に おける意思決定、コミュニケーション、モチベーシ ョン、
リーダーシップの問題として把握 し、展開 したのである。これら4領域は、それぞれが関連し
合い、幾つもの役割を担 うことは言 うまでもないが、ここではその最 も中核的な役割を取 り
.上げて.展開する。
第5章は、「意思決定と経営戦略の展開」を主題 とする。現実の社会では実にさまざまな企
業が さまざまの活動 をしている。努力が実って成功する企業 もあれば失敗するものもある。
慎重な行動がうまく苦境を乗 り切 る場合 もあれば、競争上遅れを取る場合もある。無鉄砲な
行動が有利に展開し、大きな成果を得 ることもある。現実の企業は情報の収集能力や判断能
力の違いから、それぞれ異なった行動 をとるのが常であり、情報の量と正確性に限界がある
か らこそ、かえって企業は自主的に行動できる。企業行動は常に正解の得られない問題をか
かえているが、運、不運やタ.イミングなど偶然的要素だけで決定づけ られ るものではない。
情報に対する感受性を高め、チャンスを認識する洞察力とそれを生かす能力の酒養が必要で
ある。企業は[主的に行動できるからこそよ.り論理的な行動が求められているのである。
しかし、全くの論理的行動は不可能であり、できるだけ論理性に支えられた行動が求めら
れる。今日のような激動期の環境は致命的な打撃 を.与える場合もあるが、新しい市場や機会
も与えるだけに、企業経営はより周到な準備 と.対応が必要 となる。人間行動 も企業行動 もそ
の本質的側面は変わるものではない。意思決定は一定の目的を達成するために、いくつかの
代替案のなかからひとつの代替案を選択するプロセスであるが、いかなる行動でも必ずそれ
に先立つ意思決定のプロセスがある。経営戦略は変化す る環境に適応するために、そのよう
な使命をおびz工夫 された現代企業の行動モデルをあらわす方法として登場 した意思決定に
他ならない。
.企業環境の安定時代には、もっぱら内部管理の能率化を指向す ることで事足 りたのである
が、今 日のような激動期になると、環境に積極的に適応 し働 きかけるためには自社の位置を
確認 し、具体的な行動案を迅速に策定することが求め られる、,外部環境の変化の中に積極的
な成長機会を見出 し、時宜を得た合理的な戦略的意思決定が必要 となる。経営戦略は、企業
の重要な成長要因とな.ることから、企業の将来の命運を決定づける鍵であり、生.命線でもあ
る。将来の予測が困難であるほど、弾力的な企業成長の方向と範囲を機能的に規定 しておく
必要が生まれるのである。
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しかし、経営戦略論の急速な発展は多様な見解を現出させている。そこで、まず管理の統
一概念としての慮思決定、特に組織的意思決定に焦点をあて、その意思決定の原理と特質を
十分に検討するとともに、戦略的意思決定を経営戦略への橋渡 しとした。多様に展開される
経営戦略を整理 し、その意義や内容 を明らかにするとともに、戦略の各策定プロセスにおい
てその重要点、問題点、留意点等を明らかにした。すなわち、経営戦略の策定と実施問題を
分離 して考えるのではなく、戦略実施のための組織づ くりや企業の存続、成長の条件をさぐ
り、経営戦略の機能とフレーム ・ワークを展望 したものである。
意思決定の機能は、達成 しようとする目的とそれを取 り巻く内外の環境との間に存在する
ギャップを埋め、あるいは目的に合致するような環境づくりにある。そこには目的と環境と
いう2つの客観的要素が存在 している。目的なしに変化する複雑多岐な環境は無意昧であ り、
環境は目的があってはじめて意味をもち、目的も環境を除外しては意味をもたない,漠然と
した環境のなかで、目的が設定 されると環境はより具体化 ・精緻化され、より具体的な環境
が識別 されると、目的はさらに具体化されていく。.そして、目的達成という観点から関係あ
る環境や状況の情報収集や情報分析が行なわれ、環境 や状況の識別化の過程が展開される。
このような目的と環境との継続的な意思決定を通 して、次第に具体化されていくのは、組織
変革論も同様なのである。
第6章は 「コミュニケーションと組織設計」を検討する。コミュニケーションは人々を動機
づけ、意思の疎通や調整を行 うものであるが、単位組織の規模を決定づける最も重要な役割.
を担 うことから組織設計と関わらせて論述 したものである。
ここでの中心課題はコミュニケーションと組織構造をいかに設定するかという組織デザイ
ンの問題である.最 も単純な最小規模の組織の基本形態は 「単位組織」と呼ばれ、その規模
はコミュニケーションによって決定づけられることである。もちろん、現実の組織はこのよ
うな単純なものではなく、複数の 「単位組織Jが 複雑に絡みAっ て、大半の場合、「複合維織」
が形成 されている。つまり、「単位組織」の規模がコ ミュニケーションの必要性のために厳 し
く制約 されているからであり、この制約以上に組織が成長する.ためには、新 しい単位組織が
作 られるか、既存の単位組織が結合 されねばならない。その場合、組織は必然的に 「複合組
織」として形成されるのである。複合組織では、伝達の必要性から単位組織にリーダー、す
なわち管理者が必要とされ、こうした幾つかの単位組織の管理者たちは少なくとも1人の上位
者を持ち、一団となって1つの管理単位組織 を形成する。 この管理単位組織の規模も同様な制
約を受け、より上位の管理者が必要となってくる。かくて大きな 「複合組織」では管理単位
のピラミッドが展開されることになる。
企業を維持 ・存続させるためには、企業 目的を達成 し、その成果を原資として、異なる環
境主体の利害を調整 しつつ公正な分配を行い、貢献者の貢献を確保 して行かなければな らな
い。それは有効性(目 的の達成)と 能率(満 足 ・貢献)の 確保である。貢献意欲を喚起する
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心的状況の創出 のためには 、公正 な分配 を実現 す るための利害の調整 は もちろん 、何 より経
営 システム全体の調整職 能が重要 となる。調整職能 は、古来、経営管理 の重 要 な要素 として
扱われ 、.経営管理の総合 的、全体的職能 と して特別 な重要 性 を持 って きた。 コ ミュニ ケー シ
ョンは この目的達成 に も、全体 の調整 に極めて大 きな関わ りを持 つのであ る。
組織 には構造 的な面 と.行動 的な面 とい う2つの側面 が認 め られる。前者 は、例 えば、 目的を
分割 した職務や役割 、また権 限や責任等 を明確化 して、それ らの分担関係 や相互 関係 を公式
に設定す る側 面で あ り、ハー ドな側面 と して 、いわばクール な アプローチが要 求 され る。後
者は、構成 員が職務 や役割 を積極 的 に遂行す るように意欲 を喚起 す る側面 であ り、人 間関係
論的アプ ローチや動機づ けアプ ローチ など、彼 らの欲求や動機 を高め るために、いわ ば機 能
的な側 面 として、 ソフ トなアブ ローチが要求 され る。 もちろん、 これ ら両側面 の関係 は密接
不可分であ り、表裏一体 的関係 にあ り、 コ ミュニ ケーシ ョンもこの両側面 に関係 す ることは
言 うまでもない。
しか し、ここでは コ ミュニケーシ ョンの機 能の うち、単位組繊 の規 模 を決定づ け る組織構
造 の設計 と運 用 とい う本質的 な側面 に焦点 をあて ることによ り、 コ ミュニ ケー シ ョンの フ ォ
ーマルな側面 を主 と して扱 い、全体 的、構造的調整 を検討す る ことに なる。 コ ミュニ ケーシ
ョンの インフォーマル な側面で ある機 能的調整、行動 的側面 は、第7章(モ チベ ーシ ョン)と
第8章(リ ーダーシ ップ)に 委 ねたのである。 ここでの11.1心課題 と しての コ ミュニ ケーシ ョン
は、組織構造をいかに設定す るか とい う組織 デザインの問題 で ある。
組織構造 は論者 に よって 、また研究 目的によって多岐にわ たってい る。 しか し、組繊 の構
造的側面 は、具体 的には組織 における分業 と調 整(協 業)の 基本 的枠組み として現 れ る。分
業 と協業の仕組み を どの ようなコ ミュニケーシ ョン ・システムと して構築 して行 くかが課題
で ある。構造化 が進 むほ ど非人間化 が進行 し、人間性疎外現象 が生 じる恐れが あ り、組織 の
究極の テーマで ある 「構 造化 と人間化 の両1%」を どう調整す るかで ある。本章で は こうした
問題 にコ ミュニ ケーシ ョンの観点 か ら、結果 として調整が現れ るよ うな行動的 、機能 的側面
を考慮に入れ た構造づ くりを 目指すひ とつの組織 戦略が展 開 されてい る。
第7章は、「モチ ベ.一シ ョンと組織均衡」 とい うテーマの もとで、貢献行動の獲得 を 目指す
モチベーシ ョンの本質 的な役割 を論 じて いる。
モチベー シ ョン論 は経営 学や経営管理の発展史 をみて も常 に最重 要課題で ある。企業 の生
産活動 もその成果 は人 々の意欲 に依存す るか らであ る。伝 統理nimでは、マ ネジメ ン トを 「行
動 させ ること」、「.指令 す ることJと 同義 と し、仕事 への意欲 を高 め る戦略要因 として賃金 が
認識 され、高賃金 を求 め る労働 者 と低 コス トを求 め る経 営者 との合理 的 な解決 こそ科学 的管
理 の契機で あった。や がて労働生理 学や人 間行動 の メカニ ズムへ の関心 が高 まって くると、
経済 的な欲 求の充足の みな らず、社会的欲求の充足 に も多大 な努 力が払われ 、 さらに、民主
主義 思想 の浸透 とその定着 は、従属的 な人間観 か ら能動 的 な人 間観 へ と一変 させ 、主体 的な
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自由裁量をもつ意思決定者 としての人間を前提 としたモチベーション論が展開 されなければ.
ならなくなったのである。
このように、本論文はモチベーション論を発展史的に概観 し、その代表的な理論を素描 し
た上で、現代において如何なる理論が有効なのか、また、モチベーション論の真の課題は何
処にあるのか、そして.、動機づけシステムづ くりと、人. の々動機をどう教導すればよいのか、
などの問題の解明を目指 したものである。
モラールとモチベーションは、現代の経営管理や人事労務管理の領域で も主要 テーマなと
して、特に労働者の人格的側面に大きなウエ.イトがおかれる時代となっている。モラールは、
職場の凝集性、人間関係の安定や帰属意識、忠誠心の度合、 また集団的な労働意欲の向...tな
どを意味する、チーム ・スピリッ トのことであり、モチベーションは、1人 に内在する職務
遂行上の自発性の促進に力点 をおく概念である。それは勤労意欲の向上 という心理的アプロ
ーチによって、人間関係研究や行動科学研究など、.社会心理学や組織心理学の研究成果を取
り入れながら、実践的な諸制度のなかに取 り入れ られて行った。 したがって、勤労意欲の維
持、向上、職場の人間関係あるいは労使関係の安定と維持、.従業員満足の促進などにおいて
もこのモラール管理やモチベーション管理が中心的役割を担っており、多くのマネジ.メン
ト・ツールが蓄積されて行ったのである。
しか し、モチベーションは単に構成員の働 く意欲を取 り上げるだけでなく、組織の共通目
的に結びついた主体的人iaiの働 く意欲を重視 しなければならない。つ まり、構成員は職務損
当者のユ人であると同時に、人間として全人格的な存在であるから、職務の達成過程を通 じて
自己の欲求充足をはかることになる。ここに現代モチベーション論の課題 がある。モチベー
ションは、.人間的要因を重視 し、組織人 としての働 く意欲を喚起 し、モ ラールを高揚 させ、
職務に対 して積極的な行動を起 こさせるプロセスとして意義 をもつ。それは構成員の欲求を
充足 しうる誘因を提供することによ.って、積極的に参加 しようとする協働意欲を引き出すこ
とに他ならない。人間の欲求は生理的、物質的なものから社会性、文化性など精神的、非物
質的な欲求に移 り、さらにより高度の欲求の態様に応 じたさまざまな志向性をみせるように
なっているからである。
そ して、各個人はさまざまに異なった知覚歴 と態度選好 を持 ってお り、それが報酬評価の
方法や、公平EugR、目標設定の.方法などに大きな影響 を及ぼす。こうしたプロセスは個人の
独自性の基礎を形成するものであるから、理想的に言 えば、各人がそれぞれ自己のベス トを
尽くすように動機づけられることが必要である。それには各人に適った柔軟な動機づけシス
テムが必要 となる。そして、その方向は知識創造 ・価値創造へと向かわなければならないと
考えられる。このような動機づけシステムとその方向づ けは管理の重大な課題となっている
のである。
この分野の研究は極めて多くの理論や技術の蓄積が進んだにもかかわ.らず、なお詳細に検
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討 してみ ると、 なおひ とつ すっ きりしない もの感 じざるを得 ない。 それ は主体的、 自主 的 な
意欲 の喚起 のため にはなお人間性 への配慮 が不足 して お り、やは り組織均衡論に立 った真 の
モチベー シ ョン論の展開 が不可 欠 と考 えられ る。そ う した上 に立 った高度の欲求の充足 と.メ
ンバ ー全 員の創 造活動 が開始 されるべ きだ とす るのが、本論文 の...一貫 した主旨であ り、それ
は、蘇 る組織均衡論 ともい えるのである。
第8章 「リーダーシ ップの本質」においては、r,変革 と調整」という2大機能 を果たす ため に、
リーダーシ ップはいかに あるべ きかとい う問題 を取 り上げ た。現代社会 にあって も、 また歴
史 を遡 ってみ て も優 れた リーダーシ ップが不足 していない時代 はな く、 リーダー シップ.はい
つの時代 において も渇望 されて いる。経営体 を方 向づ け、 ゴーイ ング ・コ ンサー ンと して維
持 ・存続 させ る責務 を もつ リーダーにとって は、現状 の枠 組みの 中にあって も、内部状況 を
一変 して展開す るこ とが必要で あり、 また その よ うな枠 に とらわれず 、慣性 に打 ち克 って全
く新 しい方向へ引 っ張 って行 くことが必要で ある。 リーダー シップに恵 まれ ない組織 は羅 針
盤 を失 い、やがて活 力を失 い、哀れな宋路 を連 えるで あろ う。 しか し、 リーダーシ ップが欠
如 して いる今 日の状況 は極 めて深刻 であると言われてい るので ある。
変革 は組織 を全体 と して率 いてゆ く トップ ・マ ネ.ジメン トに より多 く要求 され る リーダー
シ ップである ことは言 うまで もないが、 しか し、それば か りではな く、 ミ ドルや ロワーの リ
ーダ ・ーシ ップに も1司様 に要求 され る。変革 の範 囲や レベル は さまざまで あり、数人の構成員
に関わ る もの もあれば、部門 にまたがる もの、経 営体全体 におよぶ変革 などもある.リ ーダ
ーシップは、常 にその状況 に応 じたもの なければな らない か ら、.それぞれの変革の担 い手 に
よって、 その時 の状況 や場に よって要求 され る リー ダーシ ップは異 な って くる、 リー ダーシ
ップ研 究 が経営 内の トップ、 ミ ドル、 ロアーなど、それぞれの階層 レベルに焦点 を当てた研
究 がな されて きたの もこのためで ある。 しか し、変革 の リーダー シップは全てに要求 され る
共通 の リーダーシ ップであ り、それぞれの階層 におけ る リーダーの協働 に よって積極 的に推
進 して行か なければ な らない。
この よ うな変革 に重点 を置 いた リー ダー シップに対 し、明 らかに別 の見方がある。.....般的
に リー ダー シップ は、集 団のなかのあ る個 人(リ ーダー)あ るいは リーダー ・チームがその
共有 して い る目的 を達成すべ く、他 の成 員(部 下)や 集 団に働 きかけ誘導 して行 くプ ロセ ス
で あると され る。 それ は上述 の変革 の リーダー シップに対 して、 リーダ ーシップ現象 を上司一
部.下とい う、い わば対人的 関係 に重点 をおいて論 じられ る対 面 的な り一ダμシ ップで ある。
これ をパ ーソナル ・り一ダーシ ップと呼 ぶ ことがで きる。 リー ダーシ ップ論 は人 間操縦 論で
あってはな らず 、現代社 会 において人 間尊重 が叫ばれ るほ ど、人 が人 に影響 を与 えるプロセ
スが問 い直 され 、新 たなパ ーソナル ・リー ダー シップの確立 が要請 され るのであ る。
従来 の リー ダーシ ップ研究 は、特性 論 、形態論 、状況論 として展開 され た。 それ らはパー
ソナル ・リー ダーシ ップ を主 として扱 って いる と言 って よい。特性論 は、 リーダーの いかな
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る特性が有効で あ るか を論 じ、英雄 や偉 人の特性の研究 に焦点 をあてた。形態論 はその有効
性が リーダーの行動類型 に規 定 され るとして、行動科学的 アプローチによ る民主的 、参加 的
り一 ダーシ ップを理想型 と した。状況 論は有効性が リーダーと リーダらを とりま く状況要 因
によ って規定 され る と して、 リーダーは状況 を正 しく判断 し、それ に適合 した リーダーシ ッ
プ ・ス タイル を選択すべ きこ ととなった。あ らゆる状況 に適用 しうる唯一最善の方法はな く、
リー ダーの行動や特性 と状況 との適合 関係 を明 らかにす るコンテ ィンジェ ンシー ・アプロー
チへ と繋が って行 く。 トップに要求 され るリーダ ーシップは よ り変革へ の要請が強 いの は言
うまで もないが、変革 は ミ ドル やロワーに も同様 に要求 され る。 そ して、.階層 を下 がるにつ
れパ ー ソナル ・リーダー シップによる.人々 の動機 づ けが重要性 を増 し、そのための調整 に.大
きな比重 がかかって くることになる。
本論文 は、 さま ざまな リーダーシ ップの諸機能 を変革 と調整 とい う2大機能 に集約 すること
によって、 リーダーシ ップ を整序 し、その本質に迫 った もので ある。 もち ろん、新 しい時代
にあっては、「新 しい リー ダーシ ップ ・スタイル」が必要 だ とい う論調 もあ るよ うに、グロー
バル 化の進展 と教育水準の 向上 した環境 に適合 した新 しいス タイル の登場 が待望 され ること
もあ る。 しか し、 リー ダー シ ップ問題解決 の.真の カギは 「スタイル」 にあ るので はな く、重
要 なのは 「質」で あって、時 代や.文化 を超 え、 さまざまな業.界で通用 す る普遍性 を持 った リ
ーダー シ ップの 「.本質」 が問われ なけれ ばな らない。組織パ フ ォーマ ンスは さま ざまな要 因
によって決 まるが、 それ らの要 因の殆 どが リーダー シップの質 に左右 されてい る。本章 は リ
ーダーシ ップの 「ハ ウツウ」ではな く、 その本質に迫ろ うとした考察 であ る。
第3部 は、「組織変革の理論」 と して 、組織 の持続 的発展 を論 じた もので、 「変革 論の序 説」
と 「変革論 の展開」の2章か ら構成 されてい るが、組織変革論 や開発論は大 きな永遠のテーマ
であ り、多 くの 「管理論」 と 「組織論」の諸理論が ここに収敏 されるべ きだ と考 えている。
第9.章は、「変革論の序説」 として組織変革へ の基本的課題 を明 らかにす ると共 に理 念的考
察 を行な った もので ある。特 に、変革論 はどのよ うな方向 に変革す るのか、 その理.念的考察
が正 しく、 また先 行 しなけれ ばな らな い。 そのため に これ までの開発論 や変革論 を反 省.し、
その失敗 を避 け ると共 に、 これか らの動 向を正 しく.見定め るために、 どう して も確 固たる理
念 の確立 が急務 とな る。
このため に、 まず はあ るべ き理想像 を求 める理念研究 が先 行せ ざるを得 な いこ とにな る。.
本章 は組織 変革 のバ ックボー ンとしての理念 を考察 し、その方 向性 とその基本 的なフ レーム
を さぐることに ある。組織革新 や組織 変革 には現 代の優れ た理念 に導 かれ た経営 の貫徹 が要
請 される。そ こで、組織 を常 に蘇生 し、活 力に満 ちた絹織づ くりへ の変革の努 力の歴 史を素
描す るとともに、企業経営 の 目標 の検 討 と現代 の環境変化か ら絹織 変革への基本 的な課題 を
明 らかにす ることに よって変革 の理 念 を浮 き彫 りに し、変革の基本 的視点 を明 らかに したの
である。
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組織が科学的な考察の対象となったのはそれほど古いことではなく、組織を科学する試み
が俄に活発化 したのは、いわゆる 「組織の時代」の到来を迎えたからである。そして、これ
まで扱われてきた問題は様 々であっても、結局ｫ.「組織の効率と人間の幸福」という根源的
な共通テーマに集約されてきた。本来、組織の存在意義とは、その構成員が協働することに
よって個々の努力の総和以土の成果を生み出す ところにある。成員を活かし人間的な幸福を
実現 しながら、なおかつ組織の効率も同時に確保 されなければならない。 しか し、このよう
な根源的テーマの同時的解決は決して容易なことではない。加えて組織をとりまく環境の激
動的変化は、その解決をいっそう困難にしているのである。
このように、本質的テーマそのものが常に環境状況 との適合という要件の中で満され、実
現 されなければならないところに現代的な問題の本質がある.したがって、組織の変革や改
善は、これまでのような単なる機構いじりや教育訓練 といった部分的、個別的な組織の取り
上げ方ではなく、組織を全体 としてとらえ、そこにおける価値観や風土までも対象と して、
迅速に状況適応できる動態的、効率的なものへ変革 していくことが望 まれる。しかし、いか
なる組織にあっても、その努力にもかかわらず十分な成果があがっているわけではな く、さ
らに人間 を活かす工夫を、組織 目標の効率的遂行を、また環境 との関りあいなどを充分に考
慮すべ く、なお変革の余地 を残 している。自ずと忍び寄る官僚制に対する組織の絶 えざる変
革は、いわば宿命でもある。それは人間の歴史とともに絶えざる恒常的な変革が要求 される
ものなのである。
組織はオープン ・システムとして環境変化に適応 し、環境との間で様々な資源の授受を行
なうことによって存続が可能となる。組織変革は環境変化に受動的に対応するだけでなく、
環境変化に事前に対応で きる能力を培ったり、当面の環境動向にかかわらず自らの.存続能力
を高めたり、能動的に組織変革が行なわれなければならない。組織変革も組織開発 も意識的
で、意図的な性格が強 く、その概念の中に積極的で、合 目的で、計画的な成長や発展 を創造
するというかなり意識的な側面が含蓄 され、あるべき状態が想定されている。 しか し、「ある
べき状態」は常に想定されたとおりに 「よい結果」がもたらされるとは限 らない。前者の
「あるべき理想的状蜘 とは、今日の組織が多くの構成員からなる連合体組織観をとることか
ら、客観的論理(こ の場合、変革主体は組織それ自体ということができる〉からの理想がよ
り重視されよう。また後:者の 「よい結果や成果」についての有効性、効果性の基準は、その
組織の 「目的」.に求められることになる。
あるべき状態が想定され、多分に価値観に関連 してはいるが、その共通の要件 として自か
ら適確な判断を下 し独立的、自律的に環境適応で きる状態が含意 される。現代の激動的な環
境下では、目指したものが良い結果を得 られるわけではなく、常に環境条件の中であるべき
理想像とよりよい結果の実現が目指 されることになる。組織変革は、組織を 「変 える」とい
うよりも、組織の自立的に 「変わる」仕組みを創ることであり、変革主体は変革 されるべき
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組織それ自体 として、また変革対象は単なる組織構造ではなくして、環境を認識 し、戦略を
創造 し、目的を達成する組織能力の向上であり、それを可能にする組織価値 に他ならない。
それを自己組織 ということができる。現代の組織変革は加速的な環境変化に耐えうる経営理
.念や経営使命の創造、あるいは変革理念の検討からのスター トが重要なのである。
第10章は、「組織変革論の展開」というテーマのもとで、正 しい変革理念に立った変.革論の
展開を狙ったものである。具体的ステップについて割愛 したのは、本稿は理念的考察に主眼
をおき、その道筋を立てることであったからである。そして、これまで蓄積されてきた諸理
論を大切に扱い、全体の流れを重視 しながらこれからの変革論へ資したいと言う意図を持つ。
組織は内外の環境変化に直面 し、常に変革を迫 られている。組織はさまざまな環境に適応
し、多くの参加者の要求に適応 しなければならず、これまで幾多の変革戦略が形成され、テ
ス トされ、実行 され、評価 されて きた。環境が変われば組織の側 も常に変革を迫られる。し
かし、環境要因の中には予期で きない急速な変化 も多く、そのような変化に対応するために
は受動的に対応するだけでなく、自らの対応能力を培 い、.存続能力を高める能動的な対応が
必要となる。 しか し、業績に大 きな影響を与 え、存続 を左右する変革には難しい課題が横た
わっており、それに成功したもののみが生き残ることができる。
まず、変革 と安定とのジレンマの問題がある。それは一方では変革 を望み、他方では安定
性を必要 としている。新たな挑戦、新たな.市場、新たな技術を伴う変革をいかに安定性を損
なわずに達成するかが課題である.。短期の効率性 と長期の適応性のバランスをとることも必
要である。また、現代では企業の経済活動にとって企業文化が必要だと考えられている。経
済活動は基本的に物質的営みにかかわり、文化 は人間の内面の世界、精神的な営みにかかわ
るものである、人々の共有す る価値観が見えざる秩序 として機能し、経営を方向づけ、戦略
を特徴づけることになって くると、企業文化 をどう変革 し、作り出すのかも課題 となってく
る。マネジメン トはこのようなパラドックスも解きほぐして行かなければならない。
組織変革は現実に可能であろうか。これまでの研究においても、それを可能 とするもの、
不可能 とするもの両極が存在す る。環境変化 に適応する形で自由に変革できる見解と、環境
こを最も適 した企業を選別 し、その自己変革の可能性を否定する見解である。確かに、企業
文化はもちろん、人々の価値観や意識構造、そしてコ ミュニケーション構造などの要因は高
度の組織慣性を創 り出しており、それらを変革するのは容易なことではない。しかし、それ
は時間がかかるとし.ても全 く不可能ではない。本章は、現実の企業をその両者の中間に位IE1一
づけて、自己努力によって少なくともある程度は変われるとする立場をとる。
また、現代の組織変革論や開発論においては、常に全体的アブローチ、および統合的アプ
ローチがとられ るべ きだという立場 をとる。構成員に焦点をあていくらその意識改革の教育
や訓練 を施 して も意味はない。それが効果を発揮するためにはそれを受け入れる周囲の環境
が存在 しなければならない。組織の特定レベルのメンバー'ti動に適用されるのではなく、常
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に組織の根本から問い直 し、組織全体レベルでの意図的革新が指向 され、それらの組合せに
よる統合的アプローチが必要 とされる。
組織変革のプロセ.スの問題解明についても多くの研究がなされてきている。とりわけ、「解
凍一..移行一再凍結」モデルは、多くの醗究者に支持 されてきている。「解凍」は、現状から抜
け出 し、変革へのモチベ.一ションを創ることであり、「移行」は、具体的に変革を起こすこと、
新 しい見方に基づいた態度 と行動を起こすことであるから、ビジ ョンを創ることから出発す
る。ビジョンは従業員の意識や組織構造のみならず、組織文化の変革を通じてn的 にアプ
ローチす ることによって実現する。「再凍結」は変革を定着させることであり、新 しいやり方
を強化 し支援することであるから、変革支援シ.ステムや変革行動を動機づける業績評価 シス
テムの導入が必要 となる。本章は、このようなプロセ.スを念頭に置きながら、ビジョンをい
かに内部化 し、体現するかに焦点を合わせている。
このように、環境が自然淘汰のメカニズムによって生き残る企業を決めるのではな く、ま
た企業が全 くの合理的な適応 を可能とするものでもなく、少なくとも自己努力によってある
程度は変われるとする立場をとる。つ まり、環境変化によって組織変化が決定づけられる環
境決定論ではなく、.一定の目標達成のために合理的かつ計画的に組織 を変革する手法 を探究
するものでもない、,むしろ、両者を包摂する活動として、組織の主体者が複雑な環境変化の
中でその存続を確保 しようとする立場である.。組織を 「変える」のではなく、「変わる」仕組
みを創ることが変える主体の役割とする。変革主体は変革 されるべ き組織それ白体であると
の立場から、組織能力とそれを可能にする組織風土、組織価値の改革を目指 したのである。
皿。審査結果の要旨
本論文の審査結果は以下のとおりである。
1.本論 文の長所
本論文には以下の長所 が認められる。
(1)提出者は経営学史に関するRかな造詣を有し、それを基盤に、これまで、通常、独立
的に研究されてきた 「経営管理論」と 「経営組織論」 とを後者の視点に立 って統合するこ
とを試みているが、組織自体を変.革の主体(チ ェンジ ・エージェン ト〉 とみなす 「組織変
革論」 を媒介 として論理的に.首肯 しうる統..一一的経営理論を構築するのに成功 している。
(2)組織 におけるコ ミュニ ケーシ ョシが管理の 問題 と して重要で あるば か りで な く組織デ
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ザインの問題 としても十分に検討すべきであるという提出者の主張は新鮮であり、今後の
経営組織論研究の不可欠の礎石のひとつになるであろう。
(3)本論文 は、企業の社会的責任(CSR)の 問題 を、バ ーナ ー ドに よる 「責任 ・権 限均等
説批判J、 す なわ ち権限 よ り責任 を重い とす るバ ーナ ー ド説 に依拠 して展開 す るが 、CSR
の問題 をそ うした視点 より主張 す ることは、 きわめて独創的で あり、今後の研究 に対 す る
大 きな貢献 といえる。
(4)現代経営論 における中核 的概念 と して、「意思決定」、「コ ミュニケーシ ョン」 「モチベ
ー シ ョン」 お よび 「リー ダー シップ」 とい う概 念 を選択 し、それ らに関わる内外 の文献 を
広 く渉猟 し、かつ丹念 に吟味 し、 その上 で厳 密に概念規定 を行 って いる。その結果、論文
の一貫性が保たれ、提 出者の主張 も明確 になり、十分な説得 力を もつ に至 ってい る。
2.本論 文の短所
..一方、本論文には以下のような短所が見られる。
(1)提出者 は、 これ までい くつかの実証研究の プロジェク トに参 加 し、実証研究の成果 も
あげてい る。 しか し、本論文 は、主 と して数多 くの文献 を検討 した仮 説発.見型の研究 であ
り、それ はそれ と して.卜分 な学術 的価値 をもつ が、実証研究 を加 えれば本論文のfd6Utlをさ
らに高 めたで あろう。
(2)バーナー ドに依拠 して組織 を 「調整 され た人間行動 、そ して貢献活動」であ るとみな
し、そ う した人間行動 を 「獲得す る」 のが管理 の本質 と捉 えるが、 この主張 につ いての論
証 が必ず しも.卜分 とはいえない。
(3).企業経営における経営理念が果たす役割 を重視 し、シャインの研jiにも言及 している
が、経営理念 と密接な関係をもつ組織文化に関する研究がやや十分ではないと思われる。
3.結論
本論文 には以.上のような長所と短所があるが、長所に比べて短所は軽微なものであり、本
論文の価値 をいささか も損なうものではない。
論文提i{S者木暮 至は1966年早稲田大学第.....一商学部を卒業後、ただちに同大学院商学研究
科修士課程に入学 し、その後博士課程に進学 し、1972年3月に博士論文提出に必要な単位 を取
得 した.そ の間、高崎経済大学助乎に採用 され、1973年に同大学専任講師に嘱任 された。そ
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現代経営の管理と組織に関する研究
の後同大学において助教授、教授と昇進し、.今日に至っている.
高崎経済大学に奉職以来今 日まで、提出者は研究と教育に励み、真摯な研究者、教育者と
して学界および実務界において高 く評価 されている。また、これまで高崎市経営改革委員会
委員長および群馬.県大規模小売店舗審議会会長などを歴任 し、現在は群馬機会均等調停委員
会会長、群馬県生産性本部副会長などをつとめ、研究者として地域社会に貢献 している。
以上の審査結果に基づき、本論文の提出者木暮 至は、「博士(商 学〉早稲田大学Jの 学位
を受ける十分な資格があると認められる。
2005年2月14日
審査員
(主査) 早稲田大学教授
早稲田大学教授
早稲田大学教授
早稲出大学教授
商学博士(早 稲田大学)
博士(商 学)早 稲田大学
博士(ル ーアン大学 ・歴 史)
小林 俊治
大月 博司
坂野 友昭
鈴木 宏昌
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